
 

浜松市公告第 1069 号 

浜松市土木部浜名土木整備事務所が施工する工事において発生した鋼材等の発生物件の売買に

ついて、下記のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第

167 条の 6及び浜松市契約規則（昭和 39 年浜松市規則第 31号） 

第 4 条の規定に基づき公告する。 

令和 6年 8月 30 日 

浜松市長  中野 祐介 

 

記 

 

１ 一般競争入札に付する事項 

(1) 業務委託名   令和６年度 浜名土木整備事務所 工事発生物件売買契約業務 

（１０・１１・１２月分）（課名：土木部浜名土木整備事務所） 

(2) 引渡場所    浜松市内（浜名区、中央区に限る） 

      ※基本的に、買受人が保有する敷地を指す。 

(3) 契約内容   工事発生物件売買契約仕様書による。 

(4) 履行期間    令和 6年 10 月 1日から令和 6年 12 月 27 日まで 

    （ただし、国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定 

する休日を除く。） 

 

２ 入札担当課 

      〒434-8550 静岡県浜松市浜名区貴布祢 3000 番地 

     浜松市土木部浜名土木整備事務所（浜北総務グループ）  

      電話：053-585-1113    FAX:053-585-3933  

     メールアドレス：hn-doboku-hk@city.hamamatsu.shizuoka.jp 

 

３ 入札参加資格 

本件入札は、次に掲げる全ての要件を満たす者に限り参加できるものとする。 

(1) 地方自治法施行令第 167 条の 4 の規定に該当しない者であること。 

(2) 入札参加資格並びに資格審査の時期及び方法に関する告示（平成 20年 10 月 1 日浜松市告

示第 390 号）の規定により、令和 5・6 年度の競争入札参加資格（物品 業種 2091：

 不用品回収）の認定を受けているものであること。 

(3) 浜松市物品の購入等に係る入札参加停止等措置要綱に基づく入札参加停止期間中でない 

こと。 

(4) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者

（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）

に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を

除く。）でないこと。 
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(5) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2

条第 2 号に規定する暴力団をいう。）、暴力団員等（同条第 6 号に規定する暴力団員又は同

号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）及び暴

力団員等と密接な関係を有する者並びにこれらの者のいずれかが役員等（無限責任社員、

取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準じるべき者、支配人及び清算人をいう。）と

なっている法人その他の団体に該当しない者であること。 

(6) 本市に本店を有する者であること。 

(7) 引渡が可能な工場等を、契約書「２．引渡の場所」に指定されている範囲内に有するもの

であること。 

 

４ 入札参加資格の確認申請 

本件入札の参加希望者は、【業務委託等入札参加資格確認申請書（一般競争）】を提出し、

参加資格の確認を受けなければならない。なお、参加資格の確認基準日は、確認申請書の受

付最終日とする。 

(1) 提出方法 

持参、郵送等（一般書留郵便、簡易書留郵便又は書留郵便と同等の信書便に限る。）、   

ＦＡＸ又は電子メールで提出すること。 

(2) 受付期間 

令和 6年 9月 2日（月）から令和 6年 9月 9日（月）まで（提出先に必着） 

（持参の場合は、22 項に記載する開庁時間内に持参すること。） 

(3) 提出先 

入札担当課（２項に記載のとおり。） 

(4) 様式 

本市が指定する様式を用いること。 

(5) その他 

ア 入札参加資格確認申請書に、希望する入札参加資格の確認結果の通知方法（①入札担当

課で受け取り、②郵送、③電子メールのいずれか一つ。詳細は６項に記載のとおり。）を  

記載すること。なお、郵送を希望する場合は、入札参加資格確認申請書を提出する際に、

84 円切手を貼った返信用封筒を添付すること。 

イ 入札参加資格確認申請書に、入札書の提出方法の予定（①入札日時に入札場所へ持参、

②事前提出、③郵送等のいずれか一つ。詳細は 12 項に記載のとおり。）を記載すること。

なお、入札書の提出方法の予定を変更する場合又は入札書の提出を取りやめる場合は、  

入札担当課へ連絡すること。 

 

５ 入札参加資格の確認結果通知 

   入札参加資格の確認結果は、次のとおり通知する。 

(1) 通知方法 

次のいずれかの方法のうち、申請者が希望する方法により通知する。なお、原則として電

話連絡はしない。 



 

  ア 入札担当課で受け取り 

イ 郵送    （※郵送を希望する場合は、入札参加資格確認申請書を提出する際に、

84 円切手を貼った返信用封筒を添付すること。） 

ウ 電子メール （※電子メールを希望する場合は、通知を受信するメールアドレスを入

札参加資格確認申請書に記載すること。） 

(2) 確認結果の通知日 

   ア 入札担当課で受け取りの場合 

     令和 6 年 9 月 11 日（水）から令和 6 年 9 月 13 日（金）までの間に、入札担当課で受

け取ること。（22 項に記載する開庁時間内に限る。） 

   イ 郵送又は電子メールの場合 

令和 6年 9月 11 日（水）までに発送又は発信する。 

 

６ 入札参加資格が無いと認められた者の理由説明要求 

   入札参加資格を確認した結果、入札参加資格が無いと認められた者は、本市に対しその理由

について説明を求めることができる。 

(1) 要求方法  

要求期限までに文書により説明を要求すること。また、当該文書は持参、郵送等（一般

書留郵便、簡易書留郵便又は書留郵便と同等の信書便に限る。）、ＦＡＸ又は電子メールで

提出すること。 

(2) 要求期限 

令和 6年 9月 17 日（火）午後 4時まで（提出先に必着） 

（持参の場合は、22 項に記載する開庁時間内に持参すること。） 

(3) 提出先 

入札担当課（２項に記載のとおり。） 

 (4) 様式 

     任意の様式を用いること。 

 (5) 要求への回答 

    理由説明要求に対する本市の回答は、説明を求められた日から 2 開庁日以内に文書で行

う。 

 

７ 仕様書等の提供方法 

本件入札に係る契約書案、仕様書、業務説明資料等（以下「仕様書等」という。）は、     

次のとおり提供する。 

(1) 提供方法 

    ア 入札担当課で配布  （1者につき 1 部。無料。） 

    イ 本市ホームページからダウンロード 

    ウ 電子メールで送信  （送信希望者は、入札担当課に依頼すること。） 

(2) 提供期間 

令和 6年 8月 30 日（金）から令和 6年 9月 24 日（火）まで 



 

（配布は、21項に記載する開庁時間内に限る。） 

 

８ 入札公告及び仕様書等に対する質問 

(1) 質問方法 

質問書を持参、郵送等（一般書留郵便、簡易書留郵便又は書留郵便と同等の信書便に限

る。）、ＦＡＸ又は電子メールで提出すること。 

(2) 質問期限 

令和 6年 9月 11 日（水）まで（提出先に必着） 

（持参の場合は、21 項に記載する開庁時間内に持参すること。） 

 (3) 提出先 

入札担当課（２項に記載のとおり。） 

  (4) 様式 

    本市が指定する様式を用いること。 

(5) 質問に対する回答 

   質問に対する回答は、令和 6 年 9 月 19 日（木）から入札担当課において閲覧に供すると

ともに入札参加者全員に質問に対する回答書を提供する。 

 

９ 本件入札に関する説明会 

開催しない。 

 

10 入札執行の日時及び場所 

(1) 日時  令和 6年 9月 25 日（水）午前 11 時 

(2) 場所  浜松市浜名区役所 3 階 第 2 会議室（A） （浜松市浜名区貴布祢 3000 番地） 

 

11 入札書の提出方法 

(1) 提出方法 

次のいずれかの方法により提出すること。 

ア 入札執行日時に入札場所へ持参 

イ 受領期間内に入札担当課へ持参（以下「事前提出」という。） 

ウ 受領期限までに入札担当課へ郵送等（一般書留郵便、簡易書留郵便又は書留郵便と同

等の信書便に限る。） 

(2) 事前提出の場合の受領期間及び提出先等 

   ア 受領期間  令和 6年 9月 19 日（木）から令和 6年 9月 24 日（火）まで 

       （21 項に記載する開庁時間内に限る。） 

イ 提出先   入札担当課（２項に記載のとおり。） 

ウ その他   別紙「入札書等の提出及び記入方法（業務委託・賃貸借用）」に従い、提

出すること。 

(3) 郵送等による入札書の受領期限及び送付先等 

ア 受領期限  令和 6年 9月 24 日（火）午後 4時まで（送付先に必着） 



 

いかなる理由であっても受領期限に遅れたときは、当該入札書は無効と

する。 

イ 送付先   入札担当課（２項に記載のとおり。） 

   ウ その他   別紙「入札書等の提出及び記入方法（業務委託・賃貸借用）」に従い、提

出すること。 

(4) 提出方法の予定の変更及び提出の取りやめ 

入札参加資格確認申請書に記載した入札書の提出方法の予定を変更する場合又は入札書

の提出を取りやめる場合は、入札担当課へ連絡すること。 

 

12 入札書、入札用封筒及び郵送用封筒等の記載事項等 

   別紙「入札書等の提出及び記入方法（業務委託・賃貸借用）」のとおり。 

 

13 入札方法等 

(1)  本案件は、浜松市土木部浜名土木整備事務所が施工する工事において発生した鋼材等の

発生物件の売買について単価契約を行うものである。入札書に、発生物件の材質別に、1 ㎏

あたりの基準単価（税抜き）を記載すること。落札決定に当たっては、入札書に記載され

た金額（小数点以下第 2 位まで記載できる。）に当該金額の 100 分の 10 に相当する額を加

算した金額をもって落札金額とするので、入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事業

者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の 110 分の 100 に相当する金額

を記載した入札書を提出すること。 

(2) 入札執行回数は、原則として 2回を限度とする。 

(3) 1 回目の入札で落札者がいない場合には 2 回目の入札を実施するが、事前提出及び郵送等

による提出による入札者は、2回目の入札に参加できない。 

(4) 落札となるべき同価格の入札者が 2人以上いる場合は、当該入札者にクジを引かせて落札

者を定める。事前提出及び郵送等による入札者のクジは、当該入札者の代わりに本件入札

事務に関係ない本市職員が引くものとする。 

(5) 事前提出及び郵送等による入札者に対しては、原則として入札執行日の午後 5時までに入

札結果を電話又はその他の方法で連絡する。 

(6) 本件入札は、本件入札公告に記載する事項のほか、「浜松市物品購入等の入札執行ついて

（入札心得）」に基づき実施するので、入札参加者は入札心得を確認の上、入札に参加する

こと。 

 

14 最低制限価格の設定 

無し 

 

15 入札の無効 

次の各号の一に該当する入札は、無効とする。 

(1) 本件入札に参加資格する資格を有しない者のした入札 

(2) 本件入札の入札参加資格確認申請書に虚偽の記載をした者のした入札 



 

(3) 本件入札の入札参加資格があると確認され、その後入札執行時点までに４項に掲げる参加

資格を失った者のした入札 

(4) 委任状を持参しない代理人のした入札 

(5) 郵送等により入札書を提出した者のうち、本件入札公告に定める受領期限を過ぎて入札書

が到達した者のした入札 

(6) 記名押印を欠く入札 

(7) 金額を訂正した入札 

(8) 入札事項若しくは価格を表示しない又は不明確な入札 

(9) 明らかに連合によると認められる入札 

(10) 本件入札について他人の代理人を兼ね、又は 2 人以上の代理をした者のした入札 

(11) 入札に際して不正の行為があったと認められる入札 

(12) 入札の適正さが阻害されると認められる次に掲げる場合の人的関係のある複数の者がし

た入札 

ア 人的関係 

(ｱ) 一方の会社の役員（持分会社の業務を執行する社員、株式会社（特例有限会社を含む。）

の取締役、委員会設置会社の執行役、法人格のある各種組合の理事をいい、監査役、監

事及び事務局長は含まない。以下同じ。）又は代表権を有する者が、他方の会社の役員

を現に兼ねている場合（会社の一方が会社更生法第 2 条第 7 項に規定する更生会社又は

民事再生法第 2条第 4 号に規定する再生手続きが存続中の会社である場合を除く。） 

(ｲ) 一方の会社の役員又は代表権を有する者が、他方の会社の会社更生法第 67 条第 1 項

又は民事再生法第 64 条第 2 項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合 

イ その他の関係 

上記アと同視しうる人的関係があると認められる場合 

※ 開札前に、人的関係のある複数の者が１者を除き入札を辞退した場合は、残る１者の

入札は無効とはならない。 

 

16 入札保証金 

本件入札は、入札保証金を免除する。 

 

17 前金払及び部分払 

原則、前金払及び部分払はできないものとする。 

 

18 契約書の作成 

   要 

 

19 契約に関する特記事項 

   なし 

 

20 期間の計算 



 

本件公告において期間の計算をする場合で、当該期間内に浜松市の休日を定める条例（平成

元年浜松市条例第 76 号）第 1 条第 1 項に規定する市の休日があるときは、当該休日を除いて

計算するものとする。 

 

21 開庁時間 

   午前 8時 30 分から午後 5時 15 分まで（土曜日、日曜日及び祝日等を除く。） 



 

業務委託等入札参加資格確認申請書（一般競争） 

 

【単独業者申請用】 

公告番号 第１０６９号 公告年月日 令和６年８月３０日 

業務委託名 

（賃貸借名） 

令和６年度 浜名土木整備事務所 工事発生物件売買契約業務 

（１０・１１・１２月分）（課名：浜名土木整備事務所） 

添 付 書 類 なし 

入札参加資格の結果通知に

ついて希望する通知方法 

１ 入札担当課で受け取り 

２ 郵送    （※84 円切手を貼付した返信用封筒を添付） 

３ 電子メール （電子メールアドレスを記載） 

入札書の提出方法 

の予定 

１ 入札日時に入札場所へ持参 

２ 事前提出 

３  郵送等 

通知を受信する 

電子メールアドレス 
 

＜※該当する番号に丸を付けてください。＞ 

上記の一般競争入札に参加したく、資格の確認申請をいたします。 
  なお、浜松市公告第１０６９号の一般競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項に相

違していないことを誓います。また、入札参加資格の結果通知について希望する通知方法、入

札書の提出方法の予定は、記載のとおりです。 

  

令和  年  月  日 

 

（あて先）浜松市長 

 

 

住所又は所在地 

申請者   商号又は名称 

代表者職氏名               

   ㊞ 

 

 

 



（案） 

 

売 買 契 約書 
 

                             

１ 契 約 名 称  令和６年度 浜名土木整備事務所 工事発生物件売買契約 

（１０・１１・１２月分） 

 

２ 引 渡 の 場 所  浜松市内（浜名区、中央区に限る） 

※基本的に、買受人が保有する敷地を指す。 

 

３ 契 約 単 価 

品  名 規  格 数量 単位 

(円) 

基準単価（税抜） 

鉄くず 鉄くず買受 １ ｋｇ  

ステンレスくず ステンレスくず買受 １ ｋｇ  

アルミくず アルミくず買受 １ ｋｇ  

混在金属くず 混在金属くず買受 1 ｋｇ  

※契約日以後に消費税率の変更があったときは、消費税及び地方消費税相当額を変更後の税

率によるものとする。 

 

４ 契 約 期 間  令和６年１０月１日から令和６年１２月２７日まで 
  （履 行 期 間）   
 

５ 契 約 保 証 金  浜松市契約規則第２７条第１項第３号により免除  

 

 

 上記の売買について、浜 松 市 を売払人とし、    を買受人として、次の条項により契約

を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 

 

 

令和 年 月 日 
 

売払人  所在地   浜松市中央区元城町１０３番地の２ 

名称    浜松市 

代表者   浜松市長    中野 祐介     印 

 

買受人  住所又は 

所在地 

商号又は 

名称 

代表者                      印 

収 入 

 

印 紙 



（案） 

契 約 条 項 
 

（総則） 

第１条 買受人は、本契約書及び売払人の指示した文書その他に従って、売払物を買受するものとす

る。 

（契約の目的） 

第２条 本契約は、浜松市土木部浜名土木整備事務所が施工する工事において発生した鋼材等の発生

物件の売買を目的としたものである。 

（権利義務の譲渡禁止） 

第３条 買受人は、本契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。

ただし、書面により事前に売払人の承諾を得た場合においては、この限りでない。 

（収受後の損害負担） 

第４条 売払物の収受後に生じた損害は、すべて買受人の負担とする。 

（売払物収受の調査等） 

第５条 売払人は、必要に応じ、買受人に対して売払物の収受状況等について調査し、又は報告を求

めることができる。 

（契約内容の変更） 

第６条 売払人は、必要があると認めるときは、書面をもって買受人に通知し、売払物の数量もしく

契約の内容を変更し、又は契約を一時中止させることができる。この場合において、基準単価又

は契約期間を変更する必要があると認めるときは、売払人と買受人とが協議の上、書面によりこ

れを定めるものとする。 

２ 買受人は、前項による損害の賠償を請求することができない。 
（期限の延長） 

第７条 買受人は、買受人の責によらない理由により、契約期間内に売払物の収受等を完了すること

ができないときは、売払人に対し遅滞なくその理由を付して、契約期間の延長を申し出なければ

ならない。 

（経済事情の激変等による基準単価の変更） 

第８条 契約期間内に、経済事情の激変又は予期することのできない理由の発生に基づき、基準単価

が著しく不適当であると認められるときは、実情を調査し、売払人と買受人とが協議の上、基準

単価を変更することができる。 

（管理義務） 

第９条 買受人は、契約期間内において、契約全体の管理及び使用人等の行為について、すべての責

任を負わなければならない。 

（損害の負担） 

第１０条 買受人は、契約の履行上発生した事故に関する損害（第三者に及ぼした損害を含む。）につ

いては、売払人から必要な指示を受け、自己の責任において処理しなければならない。なお、そ

の損害に対して賠償しなければならない。ただし、その損害が、売払人の責任に帰する理由によ

る場合においては、この限りでない。 

２ 買受人は、事故による損害が発生したときは、直ちに書面により事故による損害の発生を売払人

に通知しなければならない。 

 

（談合等不正行為があった場合の違約金等） 

第１１条 買受人（買受人が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者）が、次に掲げる

場合のいずれかに該当したときは、売払人が本契約を解除するか否かにかかわらず、買受人は、

売払人の請求に基づき、基準単価に予定数量を乗じて得た額（本契約締結後、基準単価の変更が

あった場合には、変更後の基準単価）の１００分の１０に相当する額を違約金として売払人の定

める期日までに支払わなければならない。本契約が履行された後においても、同様とする。 

（１）本契約に関し、買受人が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第

５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は買受人が構成事業者である事

業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が買受人に対

し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含む。）の規定



（案） 

の基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確

定した当該納付命令が独占禁止法第６３条第２項の規定により取り消された場合を含む。）。 

（２）納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（これらの命

令が買受人又は買受人が構成事業者である事業者団体（以下「買受人等」という。）に対して行わ

れたときは、買受人等に対する命令で確定したものをいい、買受人等に対して行われていないと

きは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合における当該命令をいう。次号において「納

付命令又は排除措置命令」という。）において、本契約に関し、独占禁止法第３条又は第８条第１

号の規定に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。 

（３）納付命令又は排除措置命令により、買受人等に独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違

反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示された場合

において、本契約が、当該期間（これらの命令に係る事件について、公正取引委員会が買受人に

対し納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である

当該違反する行為の実行期間を除く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、

かつ、当該取引分野に該当するものであるとき。 

（４）本契約に関し、買受人（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治４０年法

律第４５号）第９６条の６若しくは情報処理の高度化等に対処するための刑法等の一部を改正す

る法律（平成２３年法律第７４号）による改正前の刑法第９６条の３（情報処理の高度化等に対

処するための刑法等の一部を改正する法律附則第８条の規定によりなお従前の例によることとさ

れる場合における当該規定を含む。）又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１

号に規定する刑が確定したとき。 

２ 買受人が前項の違約金を売払人の定める期日までに支払わないときは、買受人は、当該期間を経

過した日から支払いをする日までの日数に応じ、延滞損害金約定利率の割合で計算した額の遅延

利息を売払人に支払わなければならない。 

３ 第１項の規定は、売払人に生じた実際の損害額が同項の規定による違約金の額を超える場合にお

いては、売払人が当該超過する金額の賠償を買受人に請求することを妨げるものではない。 

４ 第１項の規定に該当したことにより本契約を解除された場合において、第２２条の規定により違

約金を支払うときにおいても、売払人が第１項の違約金の支払いを買受人に請求することを妨げ

るものではない。 

（支払） 

第１２条 買受人は、売払人から代価の請求があった場合、納入通知書により発行日から３０日以内

に売払人の指定する金融機関の口座に振り込むことにより支払うものとする。なお、振込にかか

る手数料は、買受人が負担するものとする。 

（支払代金の遅延損害金） 
第１３条 前条の期間内に代価が支払われなかった場合においては、買受人は、未払金額につき、遅

延日数に応じ、延滞損害金約定利率の割合で計算した額の遅延損害金を売払人に支払うものとす

る。 
（秘密の保持） 

第１４条 買受人は、契約の履行において知り得た情報を他に漏らしてはならない。本契約が満了し、

又は解除された後も同様とする。 

（費用の負担） 

第１５条 本契約の締結及び履行に関し必要な費用は、買受人の負担とする。 

（契約履行上での届出等） 

第１６条 買受人は、契約を履行するにあたっては、売払人に次に掲げる届出等を行わなければなら

ない。 

（１）収受完了報告書及び支払金額計算書の提出 

月末に、当月分の収受完了報告書及び支払金額計算書を売払人に提出しなければならない。 

（関係法令の遵守） 

第１７条 買受人は、契約の履行に当たっては、最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）等の労働

関係諸法その他関連する法令を遵守しなければならない。 

（業務従事者の心得） 

第１８条 買受人は、契約の履行に関わる業務に従事する者に対し、次の事項を留意するよう指導し

なければならない。 



（案） 

（１）業務従事責任者は、全ての従事者の指揮及び監督をする者とする。 

（２）業務従事責任者は、売払人からの注文のあった内容について、速やかにその注文に従うものと

する。 

（３）粗暴な言動は厳に慎むこと。 

（４）施設での異常等に気づいたときは、直ちに売払人に通報するものとする。 

（５）業務中は、その所属する会社等の制服を着用するとともに、常に清潔な身だしなみをしなけれ

ばならない。 

（天災その他） 

第１９条 買受人は、天災その他、買受人の責によらない理由により、契約を履行することができな

くなったときは、その状況のやむまでの間、契約の履行を停止し、契約の履行に関する義務を一

切免れるものとする。 

２ 売払人は、相当な事由があると認めたるときは、買受人に対して契約の停止を求めることができ

る。 

３ 前２項の規定により、契約の一部が停止されたときも売払人は収受数量に応じて所定の金額を支

払うものとする。契約の全部が停止した場合の契約停止期間中の売買金額については、売払人と

買受人とが協議して定めるものとする。 

（契約解除） 

第２０条 売払人は、買受人が次の各号のいずれかに該当するときは、文書をもって通知することに

より、本契約を解除することができる。 

（１）正当な理由なく本契約の全部又は一部を履行しないとき、又は売払人において買受人が契約期

間内に本契約を履行する見込みがないと認めたとき。 

（２）本契約の締結又は履行について、買受人（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）に不

正の行為があると認めたとき。 

（３）破産手続開始の決定を受け、又は後見開始若しくは保佐開始の審判を受けたとき。 

（４）買受人（買受人が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この号において

同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

ア 役員等（買受人が個人である場合にはその者を、買受人が法人である場合にはその役員又は支店

若しくは常時業務委託の契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴

力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定す

る暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団

員等」という。）であると認められるとき。 

イ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。

以下同じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をも

って、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしたと認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的ある

いは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 

カ 再委託契約その他の契約に当たり、その相手方がアからオまでのいずれかに該当することを知り

ながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

キ 買受人が、アからオまでのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約の相手方としていた

場合（カに該当する場合を除く。）に、売払人が買受人に対して当該契約の解除を求め、買受人が

これに従わなかったとき。 

（５）前各号に掲げるもののほか、本契約事項に違反したとき。 

（暴力団の排除のための協力） 

第２１条 買受人は、本契約の履行に当たって暴力団員等による不当な行為を受けたときは、売払人

に報告するとともに、管轄警察署への通報その他の暴力団の排除のために必要な協力を行わなけ

ればならない。 

２ 買受人は、本契約に関する委託契約その他の契約に際しては、当該契約の相手方に対し、当該契

約に係る業務の遂行に当たって暴力団員等による不当な行為を受けたときは、買受人を通じて売

払人に報告するとともに、管轄警察署への通報その他の暴力団の排除のために必要な協力を行う

よう求めなければならない。 



（案） 

（契約解除による違約金） 

第２２条 買受人は、第２０条の規定により契約を解除されたときは、基準単価（本契約締結後、基

準単価の変更があった場合には、変更後の契約金額）に予定数量を乗じて得た額の１００分の１

０に相当する額の違約金を売払人の定める期日までに納めなければならない。 

（契約解除による損害の賠償） 

第２３条 買受人は、違約金の額が第２０条の規定による契約の解除により売払人に与えた損害を補

てんすることができないときは、その不足額に相当する金額を賠償しなければならない。 

（温室効果ガスの削減） 

第２４条 買受人は、浜松市地球温暖化対策実行計画に基づき、温室効果ガスの排出削減に努めるも

のとする。 

（協議） 

第２５条 本契約の定める事項について疑義が生じた場合又は本契約に定めのない事項については、

売払人と買受人とが協議の上、定めるものとする。 

（規則等の遵守） 

第２６条 本契約書に定めるもののほか契約履行にあたっては、浜松市契約規則（昭和３９年浜松市

規則第３１号）を遵守しなければならない。 

 

本契約を証するため、契約書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。 



 

仕 様 書 
 
１ 契約名称 

 令和６年度 浜名土木整備事務所 工事発生物件売買契約 
（１０・１１・１２月分） 

 
２ 契約内容 

 浜松市土木部浜名土木整備事務所が施工する工事において発生した鋼材

等の発生物件の売買契約。 
 
３ 売買対象 

 浜松市土木部浜名土木整備事務所が施工する工事において発生した鉄く

ず、ステンレスくず、アルミくず、混在金属くず（原則として不純物（土

塊、石等）を除外したものに限る） 
 
４ 引渡場所 

 浜松市内（浜名区、中央区に限る） 
※基本的に、買受人が保有する敷地を指す。 

 
５ 契約期間 

令和６年１０月１日から令和６年１２月２７日まで 
（ただし土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１

７８号）に規定する休日を除く。） 
 
６ 引渡の内容 

Ⅰ  引渡の時間 
午前９時００から午後５時００分まで 

Ⅱ  引渡作業の区分 
 ①   売買対象の運搬 

 売買対象の引渡場所への運搬は、売払人の指示により、工事施工業

者が請け負うものとする。 
 ②   売買数量 

 売買対象の引渡場所における受取（荷降ろし）及び計量作業は、買

受人が請け負うものとする。 



 
Ⅲ  売買対象の数量 
①    予定数量 

 鉄くず     ５，０００ｋｇ 
 ステンレスくず      ２５０ｋｇ 
 アルミくず      ２５０ｋｇ 
 混在金属くず         ２５０ｋｇ 
※上記は予定数量であり、最終的な売買数量は実測により変動する可

能性がある。 
※実際の売買数量の増減に関わらず、買受人は売払物を買受しなけれ

ばならない。 
 ②   売買数量 
  ア 売買数量は、計量票の実量とする。 
  イ 計量票の合計に小数点以下がある場合は小数点第１位（小数点第２

  位四捨五入）までとする。 
  ウ 原則として不純物を除外した資材のみを売買の対象とする。 
  計量時、売買対象に不純物の付着が認められた場合、売払人と買受

  人が協議の上、不純物の重量に相当する数値を計量票の実量より減

  した数値を、売買数量とすることが出来る。 
Ⅳ  引渡の記録 

 計量時、売買対象に不純物の付着が認められ、不純物の重量に相当す

る数値を計量票の実量より減した数値を売買数量とする場合、買受人は 

不純物の写真を撮影し、記録を行うこと。写真が無い場合、売払人は計

量票の実量通りの数値を売買数量とすることが出来る。 
 
７ 提出書類 

Ⅰ  売払人 

 ①   引渡前 

 発生物件引渡票（様式１） 

②    収受完了報告書（様式２）を買受人より収受した時 

 該当月の納入通知書（浜松市の様式） 

 

Ⅱ  買受人 

  ① 計量後 

     計量票（買受人の様式） 

  ② 月末 

   ア  当月分の収受完了報告書（様式２） 

   イ （必要に応じて）当月分の支払金額計算書（様式３） 

   ウ （必要に応じて）当月分の引渡時の写真 

  ③ 支払完了時 

      領収済通知書（浜松市の様式） 



浜名土木整備事務所 工事発生物件引渡票 様式１

※ 発生物件の運搬時、対象の素材ごと（鉄、アルミ、ステンレス、混在金属）に分けて運搬すること。
※ この引渡票（様式１）は1車両ごとに作製すること。
※ 引渡時、この引渡票（様式１）を買受業者（●●●）に提示すること。
※ 荷降ろしの前後2回の計量を行うこと（計量自体は買受業者（●●●）が行う）。
※ 計量後、計量伝票を受領し、浜名土木整備事務所工事担当者に渡すこと。
※ 運搬を行った証明が必要であれば、運搬時の様子を撮影すること。

引渡日時 令和   年   月   日  午前・午後     時   分

工事名

工事業者
(引渡担当者)

車両ナンバー

材質 鉄くず  ・  ステンレスくず  ・  アルミくず  ・混在金属くず  (該当するものに○をつける)

工事担当者 浜名土木整備事務所 ○○グループ  ○○  ＴＥＬ ○○○－○○○○



様式２

（あて先）浜松市長 中野　祐介

受託者

浜松市契約規則第３７条の規定により、以下のとおり収受しましたので報告します。

（課名）浜名土木整備事務所

浜松市内

令和 年 月 日

着手 令和 6 年 10 月 1 日

完了 令和 6 年 12 月 27 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日 （ 月分）

備 考

別紙参照

前 回 ま で の  \　　　　　　　-(税込)

売 買 金 額 [\　　　　　　　-(税抜)]

今 回 の  \　　　　　　　-(税込)
（ 月分）

契 約 年 月 日

契 約 期 間

（ 履 行 期 間 ）

前 回 ま で の
完 了 年 月 日

今 回 の
完 了 年 月 日

収 受 数 量

売 買 金 額 [\　　　　　　　-(税抜)]

収受完了報告書（　　月度）

記

契 約 の 名 称 令和６年度　浜名土木整備事務所　工事発生物件売買契約
（１０・１１・１２月分）

契 約 の 場 所

令和　　年　　月　　日

住所又は
所 在 地

商号又は
名 称

代 表 者



様式３

支払金額計算書 （　　月度）

請 求 額 円

契約名称 令和６年度　浜名土木整備事務所　工事発生物件売買契約（１０・１１・１２月分）

契約場所 浜松市内

契約概要 浜松市浜名土木整備事務所が施工する工事において発生した鋼材等の発生物件売買契約

契約期間 令和６年１０月１日　～　令和６年１２月２７日

算出期間 令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日

支払金額計算内訳

（単位：円）

1 kg (税抜き)

2 kg (税抜き)

3 kg (税抜き)

4 kg (税抜き)

合計 (消費税抜き)

合計 (消費税込み)

混在金属くず

番号 名 称 単位 数量 単価 金額 備 考

鉄くず

ステンレスくず

アルミくず

令和　　年　　月　　日

(支払金額) = (数量) × (単価) × 1.10
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（あて先）浜名土木整備事務所（契約担当課） 

（見積合せ・指名競争・一般競争入札用） 

 

 

・ 質問提出期限を厳守すること。 

 

 

 

 

質  疑  応  答  書 

件 名  令和 6 年度 浜名土木整備事務所工事発生物件売買契約業務（10.11.12 月分） 

課 名  浜名土木整備事務所 
公告番号 第 1069 号 

契約番号  

業 者 名                     

提 出 日 令和  年  月  日 回 答 日 令和  年  月  日 

項 目 質  疑  事  項 回  答  事  項 
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入札（見積合せ）の注意事項（物品購入用） 

１ 入札（見積）時に用意するもの 

・ 入札（見積）書 

・ 定型封筒 

・ 筆記用具 

・ 契約印（委任状により委任されている場合は不要） 

・ 委任状（入札及び見積合せに関する権限を委任する場合は必須） 

・ 代理人の印（委任状により委任されている場合は必須） 

 

２ 入札（見積）書 

・ 入札（見積）書の記載内容は、通知書類の表記に基づき記載してください。 

・ 入札（見積）書には、社名、代表（契約）者名、契約印（注 1）が必要です。 

※注 1：委任状により委任されている場合は、代理人の印（委任状に押印した代理人の印） 

・ 入札の場合は入札書２枚及び見積書１枚、見積合せの場合は見積書を３枚用意してく

ださい。 

１枚は必要事項及び金額（税抜金額）を記載し、定型封筒に入れたものです。 

残り２枚は、必要事項が記載してあるものの金額が未記載のものです。（押印必要） 

［１回で落札者が決定しない場合に必要になります。］ 

・ 明細書を添付する場合は、一箇所をのり付けし、接合部分へ割印を押印してください。 

 

３ 委任状 

・ 委任状は代表者でなく、代理人が入札（見積合せ）に参加する場合必要です。 

・ 委任状は、社名、代表者名、契約印、代理人名及び代理人の印が必要です。 

・ 代理人の印は認印で構いませんが、シャチハタ（スタンプ）印は不可です。 

・ 委任状のある場合の入札（見積）書は、代理人名の記載と代理人の印（委任状に押印

した代理人の印）が必要です。 

 

４ 定型封筒 

・ Ａ４サイズの紙を三つ折して入る程度の大きさのものが必要です。 

・ 封筒表面に日付、入札（見積合せ）の件名、契約番号（分かる場合）を記載してくだ

さい。 

・ 封筒裏面のつなぎ目に契約印（代理人の場合は代理人の印（委任状に押印した代理人

の印））を押印し、封かんしてください。 
（表面）             （裏面 1）           （裏面 2） 

 （日付）令和○年○月○日    

     

件名 ○ ○ ○ ○ ○ 
契約番号 20XXXXXXX 

浜松市中区○○○     浜松市中区○○○ 
入札書在中       △△△△株式会社   △△△△株式会社 

          代表取締役○○○○   代表取締役○○○○ 
       (代理人 ××××）   (代理人 ××××） 

 

５ その他 

・ 入札（見積合せ）時に入札（見積）書が入った封筒と委任状を提出していただきます。 

・ 入札関係書類は、浜松市ホームページ → 産業・ビジネス → 発注情報（入札・契約）

→物品契約情報 に格納してありますので、必ずご確認ください。 

・ 不明な点は、浜名土木整備事務所浜北総務グループ ℡０５３－５８５－１１１３ 

までご連絡ください。 

契約印または代理人の印を必ず 

持参してください 

契約番号が分か

る場合は記載 
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入札（見積り）書の作成チェックリスト 
 

◆ 入札関係書類は、「浜松市ホームページ」→「発注情報」→「物品購入・売り払い」→「入札・

契約関係書類ダウンロード」に格納してあります。 

その他入札時に用意するもの 

□□ 筆記用具 

□□ 契約印（委任状により委任されている場合は不要） 

□□ 代理人の印（委任状により委任されている場合は必須） 

□□ 入札の場合   ＝ ※入札書１枚及び見積書１枚 

□□ 見積合せの場合 ＝ ※見積書２枚 

※必要事項が記載してあるものの金額が未記載のものです。（押印必要） 

［１回で落札者が決定しない場合に必要になります。］ 

 

不明な点は、浜名土木整備事務所浜北総務グループ 電話０５３－５８５－１１１３ まで 

ご連絡ください。 

 

書類 本人による入札の場合 代理人による入札の場合 

□□ 封筒 （表面） 

 

（裏面） 

 

□□ 日付（入札日） □□ 日付（入札日） 

□□ 件名 □□ 件名 

□□ 社名、代表者名 □□ 社名、代表者名 

□□ 割印（契約印） □□ 代理人の名前 

 □□ 割印（代理人の印） 

□□ 委任状  

□□ 代理人の名前、印 

□□ 日付（入札日） 

□□ 件名 

□□ 社名、代表者名、契約印 

□□ 入札（見積）書 

□□ 入札書・見積書の区分 

※ 一般競争入札  ＝ 入札書 

指名競争入札  ＝ 入札書 

随契（見積合せ）＝ 見積書 

□□ 入札書・見積書の区分 

※ 一般競争入札  ＝ 入札書 

指名競争入札  ＝ 入札書 

随契（見積合せ）＝ 見積書 

□□ 日付（入札日） □□ 日付（入札日） 

□□ 社名、代表者名、契約印 □□ 社名、代表者名 

□□ 金額 □□ 代理人の名前、印 

□□ 内訳の内容 □□ 金額 

 □□ 内訳の内容 

入札（見積り）書の作成時にご利用ください。 


